
 

 

平 成 ２ ７ 年 度 
 

太 宰 府 市 補 正 予 算 書 
 

 

 

 

 
太 宰 府 市 一 般 会 計 補 正 予 算 書 （第 5 号） 

太 宰 府 市 国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 補 正 予 算 書 （第 2 号） 

太 宰 府 市 後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 補 正 予 算 書 （第 2 号） 

太 宰 府 市 介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 補 正 予 算 書 （第 2 号） 

 

 

 

 

 

福 岡 県 太 宰 府 市 

 
 
 

議 決月日   月  日 

 



 

 

 

 

 

 

 

平 成 ２ ７ 年 度 

 
太 宰 府 市 一 般 会 計 補 正 予 算 書 

（第５号） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２７年度太宰府市一般会計補正予算（第５号） 

 
 
 平成２７年度太宰府市一般会計補正予算（第５号）は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ  ６０８，３９１千円を追加し、 

 

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ ２７，１９０，１６７千円とする。 

 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳 

 

出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

（繰越明許費の補正） 

 

第２条 既定の繰越明許費の追加・変更は、「第２表 繰越明許費補正」による。 

 

（債務負担行為の補正） 

 

第３条 既定の債務負担行為の追加は、「第３表 債務負担行為補正」による。 

 

（地方債の補正） 

 

第４条 既定の地方債の追加・変更は、「第４表 地方債補正」による。 

 

 

 

 

 

平成２８年２月２５日提出 

 

太宰府市長 芦 刈  茂 
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歳　入

第１表 歳入歳出予算補正

款 項 補正前の額 補 正　額 計

1 市税 　   7,784,960 　      19,000    7,803,960

7 歴史と文化の環境税 　      62,001 　      19,000       81,001

14 国庫支出金 　   4,607,437 　     328,898    4,936,335

1 国庫負担金 　   3,001,987 　      54,711    3,056,698

2 国庫補助金 　   1,590,458 　     273,532    1,863,990

3 委託金 　      14,992 　         655       15,647

15 県支出金 　   1,567,644 　      38,257    1,605,901

1 県負担金 　     936,830 　      38,257      975,087

17 寄附金 　       1,507 　         170        1,677

1 寄附金 　       1,507 　         170        1,677

18 繰入金 　   1,829,473 　     158,023    1,987,496

1 基金繰入金 　   1,829,473 　     158,023    1,987,496

20 諸収入 　     253,461 　       8,243      261,704

4 雑入 　     179,043 　       8,243      187,286

21 市債 　   4,211,696 　      55,800    4,267,496

1 市債 　   4,211,696 　      55,800    4,267,496

歳 入 合 計 　  26,581,776 　     608,391   27,190,167

千円 千円 千円
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款 項 補正前の額 補 正　額 計

1 土木管理費 　     192,060 　       1,677      193,737

4 都市計画費 　   1,198,732 　       1,136    1,199,868

9 消防費 　     827,615 　       1,490      829,105

1 消防費 　     827,615 　       1,490      829,105

10 教育費 　   6,168,588 　     127,707    6,296,295

1 教育総務費 　     465,179 　         918      466,097

2 小学校費 　     767,718 　         469      768,187

3 中学校費 　     389,900 　     129,003      518,903

4 社会教育費 　   2,147,672 　       4,700    2,152,372

5 保健体育費 　   2,398,119        ▲7,383    2,390,736

歳 出 合 計 　  26,581,776 　     608,391   27,190,167

千円 千円 千円
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 追　　加 (単位：千円）

 変　　更 (単位：千円）

10 5

500

教 育 費 保 健 体 育 費 体育複合施設整備事業 2,261,966 2,254,583

2 〃 3 徴 税 費 不動産公売事業

款 項 事 業 名
補 正 前 補 正 後

金 額 金 額

10 〃 4 〃 大宰府展示館改修事業 12,773

10 〃 4 社 会 教 育 費 水城跡整備事業 109,542

10 〃 3 〃 太宰府中学校大規模改造事業 128,900

10 〃 3 中 学 校 費 太宰府中学校エレベーター設置事業 45,455

10 〃 2 小 学 校 費 国分小学校体育館改修事業 14,000

10 〃 1 〃 幼稚園就園奨励事業システム改修事業 918

10 教 育 費 1 教 育 総 務 費 中学校給食意識調査事業 2,312

9 消 防 費 1 消 防 費 コミュニティ無線子局設置事業 1,677

8 〃 5 住 宅 費 市営住宅改修事業 26,741

8 〃 4 〃 都市計画マスタープラン改定事業 1,583

8 〃 4 都 市 計 画 費 歴史的風致維持向上計画推進事業 98,265

8 〃 2 〃 市内雨水排水改良事業 1,948

8 〃 2 〃 生活道路改良事業 7,000

8 土 木 費 2 道 路 橋 梁 費
道路新設改良（防災・安全社会資本整備交付
金）事業

58,000

6 農 林 水 産 業 費 2 林 業 費 林道四王寺線改良事業 3,000

3 〃 2 児 童 福 祉 費 子ども・子育て支援システム改修事業 1,205

3 民 生 費 1 社 会 福 祉 費 臨時福祉給付金等給付事業 223,732

2 〃 4
戸籍 住民 基本
台 帳 費

社会保障・税番号関連事業 20,272

2 〃 2 〃 自治基本条例関連事業 1,369

2 〃 2 〃 地域イントラネット整備事業 2,000

2 〃 2 〃 社会保障・税番号制度システム整備事業 38,502

5,508

2 〃 2 企 画 費 情報セキュリティ強化対策事業 29,779

第 ２ 表   　繰   越   明   許   費   補   正

款 項 事 業 名 金 額

2 総 務 費 1 総 務 管 理 費 公有財産台帳整備事業

- 5 -



(単位：千円）

(単位：千円）

(単位：千円）

限 度 額 利 率 限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法

132,900 年 4.0 ％ 178,100 証書借入 年 4.0 ％ 政府資金に

以内（た 以内（た ついては、

だし、利 だし、利 その融資条

率見直し 率見直し 件により、

方式で借 方式で借 銀行その他

り入れる り入れる の場合には

政府資金 政府資金 その債権者

及び地方 及び地方 と協定する

公共団体 公共団体 ものによる。

金融機構 金融機構 ただし、市

資金につ 資金につ 財政の都合

いて、利 いて、利 により据置

率の見直 率の見直 期間及び償

しを行っ しを行っ 還期限を短

た後にお た後にお 縮し、又は

いては、 いては、 繰上償還も

当該見直 当該見直 しくは低利

し後の利 し後の利 に借換えす

率） 率） ることがで

き る。

10,600

起債の方法
起 債 の 目 的

中 学 校 施 設
整 備 事 業 債

証 書 借 入

期 間 限 度 額

平成27年度　～　平成30年度

金について、利率の見

その他の場合にはその債

限 度 額

入れる政府資金及び地

償 還 の 方 法

る。ただし、市財政の都

第 ３ 表   　債　務　負　担　行　為　補　正

健康診査等委託料

国分小学校仮設校舎賃借料

事 項

権者と協定するものによ

起 債 の 目 的

第 ４ 表   　地   方   債   補   正

利 率

77,913

平成27年度　～　平成28年度 5,991

起債の方法

還期限を短縮し、又は繰

上償還もしくは低利に借

年4.0％以内（ただし、

利率見直し方式で借り

政府資金については、そ

の融資条件により、銀行

方公共団体金融機構資

直しを行った後におい

ては、当該見直し後の

ただし、市

ついては、

情報セキュリティ強化対策事業債

利率）

合により据置期間及び償

ものによる。

と協定する

政府資金に

補 正 後補 正 前

償還の方法

証書借入

ることがで

その融資条

件により、

銀行その他

の場合には

き る。

財政の都合

により据置

期間及び償

換えすることができる。

 追　　加

 追    加

 変    更

しくは低利

に借換えす

還期限を短

縮し、又は

繰上償還も

その債権者
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1　特　別　職

2　一　般　職

(1)総　括

( )

( )

( )

※(　)内は、再任用短時間勤務職員について外書き。

(2)　給料及び職員手当の増減額の明細

給　与　費　明　細　書

区　　　分

職員数

給　　与　　費

共済費 合　計 備　考

報　酬 給　料
期末手当

地域手当 その他の手当 計
（千円）

(人) (千円) (千円)
年間支給率

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円)
（月分）

補 正 後

長　　等 2 0 20,196
(3.15)

議　　員 18 98,040 0
30,393

0 0 128,433

6,712
1,111 6,178 34,197 4,865 39,062

計 1,495 296,723 20,196 37,105

57,412 185,845
(3.15)

その他の
特 別 職

1,475 198,683 0 0 0

1,111 6,178 361,313 62,277 423,590

0 198,683 0 198,683

1,010 6,095 33,750 4,847 38,597

補 正 前

長　　等 2 0 20,196
6,449

(3.10)

議　　員 18 98,040 185,845
(3.10)

その他の
特 別 職

1,475 198,683 0 0 0 0

0
30,393

0 0 128,433 57,412

198,683 0 198,683

計 1,495 296,723 20,196 36,842 1,010 6,095 360,866 62,259 423,125

比  　較

長　　等 0 0 0

議　　員 0 0 0 0 0 0 0 0

263 101 83 447 18 465

0

その他の
特 別 職

0 0 0 0 0 0 0

区　  分
職員数

給　　与　　費

共　済　費 合　　計

給　　料

0 0

計 0 0 0 263 101 83

職員手当 計
(人) (千円) (千円) (千円)

447 18 465

(千円) (千円)

補 正 後
294

1,267,836 1,094,142 2,361,978 449,758 2,811,736
19

2,787,723
19

比　  較
0

886 21,021 21,907 2,106 24,013
0

補 正 前
294

1,266,950 1,073,121 2,340,071 447,652

通勤手当 時間外勤務手当
(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

職員手当の内訳

区　  分 扶養手当 地域手当 管理職手当 住居手当

補 正 後 31,367 58,549 28,287 27,552 21,230 100,536

補 正 前 33,876 48,470 27,986 28,200 21,071 94,340

6,196

区　  分 特殊勤務手当 期末手当 勤勉手当 退職手当組合負担金 児童手当
(千円) (千円)

比　  較 △ 2,509 10,079 301 △ 648 159

補 正 前 202 317,880 177,111 305,981 18,000

(千円) (千円) (千円)

補 正 後 66 318,316 184,258 305,981 18,000

区　  分 増　減　額 増減事由別内訳 説　　明 備　　考

(千円) (千円)

比　  較 △ 136 436 7,147 0 0

そ の 他 の 増 減 分

職員手当 21,021

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分 17,226
地域手当 10,079

給　  料 886

給 料 改 定 に 伴 う 増 減 分 886 人事院勧告に伴う給料表改定
給料表平均改定率　0.49％
実施時期　H27.4.1

昇 給 に 伴 う 増 加 分

期末手当 436

その他 △ 328

地域手当率の改定　5％→5.5％
勤勉手当率の改定　1.5月→1.6月勤勉手当 7,147

扶養手当 △ 2,509

時間外勤務手当 6,196

そ の 他 の 増 減 分 3,795
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(3)　給料及び職員手当の状況

ア　職員1人当たりの給与  エ　期末手当・勤勉手当

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

イ　初任給 オ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

ウ　級別職員数

カ　地域手当

( ) ( )

( ) ( )

キ　特殊勤務手当

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

ク　その他の手当

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

※「ウ　級別職員数」の(　)内には、再任用短時間勤務職員について外書き。

( ) ( ) ( ) ( ) ※「エ　期手当・勤勉手当」の(　)内には、再任用職員の標準的な支給率を記載。

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

(級別の標準的な職務内容)

区　　分 行政職(一) 行政職(二) 区　　分
支給期別支給率 支給率計

職制上の段階、職務の級等による加算措置
6月(月分) 12月(月分) (月　分)

28年1月1日現在

平均給料月額(円) 332,499 307,067
補 正 後

1.975 2.225 4.20
6・7級15％、4・5級10％、3級5％

平均給与月額(円) 378,818 333,620 1.00 1.20 2.20

4.10
同　　上

27年1月1日現在

平均給料月額(円) 340,783 316,570 1.00 1.15 2.15

平均給与月額(円)

平 均 年 齢(歳) 42.94 48.50
補 正 前

1.975 2.125

区　　分 行政職(一) 行政職(二)
国の制度

区　　分
20年勤続の者

同　　上
平 均 年 齢(歳) 43.89 49.29 1.00 1.20 2.20

383,081 336,398
国の制度

1.975 2.225 4.20

25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度
その他の加算措置

行政職(一) 行政職(二) (月分) (月分) (月分) (月分)

大 学 卒 183,300 176,700

高 校 卒 149,000 151,500 144,600 142,000

国の制度
25.55625 34.5825 49.59 49.59 有

(支給率等)

25.55625 34.5825 49.59 49.59 有支 給 率

(％) (人) (％) 支給対象地域 太宰府市

28年1月1日現在

7
7 2.5

区　　分

行政職(一) 行政職(二)

級
職員数 構成比

級
職員数 構成比

(人)

支給率(％) 5.5

支給対象職員数(人) 303

国の指定基準に基づく支給率(％) 6
6

30 10.6

4
68 23.9

4
行政職(一)

5
69 24.3

5
3 50.0

行政職(二)

給料総額に対する比率(％) 0.003 0.003

区　　分 全職種
代表的な職種

1.577 1.577

2
35 12.3

2
2 33.3

3
54 19.0

3
23 100.0

（27年12月31日現在)

代表的な特殊勤務手当の名称

支給対象職員の比率(％)

感染症防疫作業手当

1
21 7.4

1
1 16.7 動物死体処理作業手当

動物捕獲作業手当

計
284 100.0

計
6 100.0 行旅病死亡人取扱手当

23 100.0

区　　分 国の制度との異同 差異の内容

27年1月1日現在

7
7 2.4

5
56 18.9

5
4 66.7

6
23 7.8

住居手当 同 持家（H28.3まで3,500円、H29.3まで1,500円支給）

扶養手当 同

通勤手当 同
交通用具使用者(片道2km以上で1kmにつき1,000円支給。最
高限度35,000円）

3
42 14.2

3
20

4
114 38.4

4

100.0

2
39 13.2

2

1
15 5.1

1
3 50

計
296 100.0

計
7 100.0

20 100.0

区 　分 7級 6級 5級 4級 3級 2級 1級

行政職(一)

部　　長 課　　長 保育所長 係　　長 事務主査 主　　事 主 事 補

技 師 補

局　　長 指導主事 主任主事

局　　長 所　　長 参事補佐 主任主査 技術主査 技　　師

行政職(二)

特に高度な
技能・経験
を有する職
員の職務又
はこれに相
当する職務

左に同じ

高度な技能
及び経験を
有する職員
の職務又は
これに相当
する職務

相当の技能
及び経験を
有する職員
の職務又は
これに相当
する職務

定型的な業
務を行う職
員の職務

区 　分 5級 4級 3級 2級 1級

参　　事 主任技師
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